
サステナビリティを支える力

　当社グループが株主・投資家の皆さまやお客さま
からのゆるぎない信頼を確保するためには、地域社
会・お客さまとのリレーションを一層深め、個々のニー
ズや課題の解決に向けて徹底的に取組み、確かな
ソリューションを提供することで、より強固な経営基
盤を確立するとともに、コンプライアンス重視の経営

を実践していくことが大切であると考えております。
　こうしたなかで、当社グループでは、コンプライア
ンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、企
業倫理を風土として定着させるため、コンプライアン
ス態勢の確立やその周知徹底などに全力で取り組ん
でおります。

　法令および社会的規範の遵守の徹底と企業倫理
の確立を図るため、「グループコンプライアンス委員
会」を設置し、法令等遵守に関する事項を審議・検
討するなど、コンプライアンス違反の未然防止の徹
底を図っております。
　また、当社グループは各社の部店にコンプライア
ンス管理者を配置し、法務情報の交換や日常的なコ

ンプライアンス状況の点検を実施するとともに、「リ
スク統括グループ」による法令等遵守に係る一元管
理体制と統括機能の強化に継続的に取り組んでお
ります。
　さらに、経営監査グループが独立した立場からの
モニタリングを実施することで、内部牽制機能の強
化を図っております。

　コンプライアンスを実現するための実践計画として
「グループコンプライアンス・プログラム」を半期毎
に取締役会において決議し、それに基づいた取組み
を着実に実施しております。
　具体的には、当社グループは、「コンプライアンス・マ
ニュアル」を制定し社内イントラネット等に公開のうえ、
階層別研修やコンプライアンス管理者を対象とした研
修の実施等、さまざまな活動を通じてその周知徹底を図
るとともに、法令等遵守に対する経営陣の積極的関与
とコンプライアンスの一元的管理体制の強化を通して
チェック体制の整備等を進めております。　
　このような「グループコンプライアンス・プログラ
ム」については、四半期毎に進捗状況や達成状況を
検証し、問題点の把握と課題の解決に努めるなか
で、高いレベルのコンプライアンスの実践に向けた
不断の取組みを進めております。

マネー・ローンダリング防止態勢
　当社グループでは、FATF 等の国際機関の要請や、
国内外のマネー・ローンダリング及びテロ資金供与

（以下「マネー・ローンダリング等」という）に関す
る規制法令などによるマネー・ローンダリング等の

防止に向けた取組みの高まりから、
マネー・ローンダリング等の防止を重要な経営課題
の一つと捉え、経営陣の関与の下、組織全体とし
て実効性のある管理態勢整備を行っております。
　具体的には、健全な経済活動に重大な悪影響を
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与えるマネー・ローンダリング等に当社グループの各
種取引や商品・サービスが利用されるのを防止する
為、取引開始時の取引時確認等の強化、資産凍結
措置対象者などの経済制裁者との取引防止、疑わし
い取引の検知強化などを中心とした対策に取り組ん
でおります。
　当社グループを取り巻く事業環境・経営戦略などを踏
まえ、リスクベース・アプローチによるマネー・ローンダリン
グ等のリスク特定・評価を行い、当該リスクに沿った低
減措置を図り、マネー・ローンダリング等防止に向けた取
組みを行っております。

贈収賄防止態勢
　当社グループでは、贈収賄・汚職防止に関する法
令遵守についてグループ内の規定に定め、コンプライ
アンス上の重要な事項の一つと捉え、経営陣の関与
の下、贈収賄防止に向けた取組みを行っております。
　具体的には、接待・贈答などに対する事前承認制
度、公益通報者保護法に基づく内部通報制度、内部
監査等によるモニタリングや役職員に対する研修・
テストを定期的に実施することなどにより内部管理
態勢の強化を図り、贈収賄・汚職防止に向けた継続
的な取組みを行っております。

　当社グループは、2007年６月に政府が策定した
「企業が反社会的勢力による被害を防止するための
指針」を踏まえ、市民社会の秩序や安全に脅威を与
える反社会的勢力に対して、他社（信販会社等）との
提携による金融サービスの提供などの取引を含め一
切の関係を遮断しております。
　リスク統括グループを反社会的勢力等との関係遮
断の統括部署として定め、反社会的勢力等との関係

遮断を図るため、内部規定を策定するとともに、研
修および啓蒙体制を構築し、グループ内に周知徹底
しております。
　また、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護
士等の外部専門機関と緊密な関係構築に努めるなど、取
引関係遮断の体制を整備しております。万一、不当要求
があった場合には、断固たる態度で臨み、必要に応じ民事
上または刑事上の法的対応を行うことにしております。

　広島銀行は、下記の指定紛争解決機関と手続実
施基本契約を締結しております。下記団体では、お

客さまからの苦情の申し出及び紛争の申立てをお受
付しております。

内部通報制度（ホットライン）
　当社グループは、不祥事件の未然防止及び早期発見のた
め、公益通報者保護法に基づく内部通報制度（ホットライン）
を制定しております。内部通報制度の実効性を確保するため、
通報者・調査協力者に不利益が生じないように保護措置を講
じるとともに、複数の通報手段を設定し、また2020年3月には
外部受付窓口に女性弁護士（非顧問）を追加しております。
　実効性のある内部通報制度（ホットライン）は、当社グ
ループの自浄作用の向上やコンプライアンス重視の経営

に寄与し企業価値の向上につながると考え、各種会議や
研修、コンプライアンス勉強会等において、内部通報制度
の内容及び重要性について当社グループの従事者に対し
て周知を図っております。

反社会的勢力への対応

指定紛争解決機関

内部通知制度

一般社団法人全国銀行協会
連絡先　全国銀行協会相談室

（https://www.zenginkyo.or.jp/adr/）
【ご相談窓口】電話 0570-017109
　　　　　　  または 03-5252-3772

一般社団法人信託協会信託相談所
（https://www.shintaku-kyokai.or.jp/
profile/profile04.html）

【ご相談窓口】 電話0120-817335（フリーダイヤル）
                   または 03-6206-3988

受付窓口 リスク統括グループ 顧問弁護士、
女性弁護士（非顧問）

通報手段 内線、専用電話、携帯
電話、電子メール、面談

専用電話、携帯電話
電子メール

■「ホットライン｣の受付窓口・通報手段

銀
行
業
務

信
託
業
務

内部通報制度認証（自己適合宣言登録制度）
　グループ主要子会社である広島銀行は、消費者庁所管の「内部通報制度認証（自己適合宣言登録制度）※」に登録されております。
※事業者が自らの内部通報制度を評価し、「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン」（2016年12月9日消費者庁）の基準と照
らし合わせ、適合している場合に、事業者からの申請に基づき消費者庁の指定登録機関がその内容を確認した結果を自己適合宣言登録事業者として登録し、所定のＷＣＭＳマークの
使用を許諾する制度

コンプライアンス
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